
 

 

研究制度評価個票（中間評価） 
 

研究制度名 「知」の集積による産学連携推

進事業 

担当開発官等名 研究推進課産学連携室 

連携する行政部局 省内外関係行政部局 

研究期間 Ｈ２６～Ｒ６（１１年間） 関連する研究基本

計画の重点目標 

重点目標１～３２ 

総事業費 ２２億円（見込） 

研究課題の概要 

 

 

農林水産・食品分野と様々な分野との連携により、革新的な研究開発を行い、新たな商品化・事業化

につなげる産学連携研究の仕組みである「知」の集積と活用の場（※１）の取組を推進するため、 

①産学官連携協議会の運営及び協議会会員間の交流促進、研究開発プラットフォーム（※２）の形成支

援、 

②研究開発プラットフォームの戦略策定等支援、 

③全国各地域の公的研究機関、大学、民間企業、生産者等が一堂に会する技術交流や情報発信を行う展

示会の開催、 

④農林水産・食品分野において産学連携による研究開発を促進するため、全国でマッチング支援や商品

化・事業化支援を行うコーディネーターの活動への支援 

等を実施している。 

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（６年度目末）の目標 最終の到達目標 

中間時（6年度目末）は「知」の集積と活用の

場の研究コンソーシアムにおいて、累計で110

課題以上の研究を実施。 

「知」の集積と活用の場の研究コンソーシアムにおい

て、累計で200課題以上の研究を実施。 

２．事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（Ｒ６年） 

「知」の集積と活用の場の研究コンソーシアムが実施する農林水産省の提案公募型研究事業（「知」

の集積と活用の場による研究開発モデル事業（以下「モデル事業」という。）（※３）及びイノベーシ

ョン創出強化研究推進事業（以下「イノベーション強化事業」という。）（※４）のうち「知」の集積

と活用の場から提案・採択された課題において、 

・実施課題80％以上の課題で商品化・事業化が有望な研究成果を創出 

・生産性向上を実現するＡＩ・ロボット技術等、より一層社会貢献可能な研究成果について、10件以上

社会実装 

 

【項目別評価】 

 

 

 

 

 

１．社会・経済の諸情勢の変化を踏まえた研究制度の必要性 ランク：Ａ 

①事前評価後の社会・経済の諸情勢の変化を踏まえた上での研究制度の重要性 

我が国の農林水産・食品産業の競争力を強化し、飛躍的に成長させていくためには、従来の常識を覆

す革新的な技術・商品・サービスを生み出していくイノベーションを創出していくことが必要である。 

このため、農林水産省では、平成28年４月に、農林水産・食品分野に様々な分野の技術・アイデア等

を導入して革新的な技術シーズを生み出し、商品化・事業化に結びつけるオープンイノベーションの場

『「知」の集積と活用の場』の取組を開始し、「知」の集積と活用の場産学官連携協議会（以下「協議

会」という。）を設立し、研究開発プラットフォーム（以下「プラットフォーム」という。）の形成や

プラットフォームが研究コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）を形成して実施する研究

開発について支援を行っている。 

これまで、協議会の会員やプラットフォームの数は一貫して増加し（令和元年12月末現在 3,269会

員（対前年比105％（農林水産業者 352会員（対前年比121%）））、156プラットフォーム（対前年比

111％））、コンソーシアムによる研究（令和元年12月末現在 157課題（対前年比152％））も進められ

るなど、オープンイノベーションに係る関係者の関心は高い。特にコンソーシアムの約６割が、自己資

金や技会事務局所管事業以外の研究費を活用しており、各府省連携したイノベーション創出に向けた場

として機能している。 

②引き続き国が関与して研究制度を推進する必要性 



 
協議会会員数やプラットフォーム数は増加しているものの、農林水産・食品分野における民間企業の

研究開発投資は依然として低調であり、また、研究成果が創出されるまでには時間を要することから、

イノベーション創出に向けた研究開発を継続・発展させていくためには、国が主導して、全国規模で幅

広い分野・研究機関の参画を促すオープンイノベーションの取組をより一層推進する必要がある。 

また、協議会会員内外を問わず、農林水産・食品分野における新たな研究開発や商品化・事業化の機

会を拡大するため、全国・地域規模で、アグリビジネス創出フェア等の展示会による技術交流や全国の

コーディネーターによるマッチング支援等の活動も引き続き実施する必要がある。 

なお、本事業で推進しているオープンイノベーションの取組は、「統合イノベーション戦略（※）」

（令和元年６月15日閣議決定）等、国の施策に基づき実施されているものであり、農林水産・食品産

業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性は極めて高く、国として引き続き推進する必要があ

る。 

※ 統合イノベーション戦略（令和元年６月15日閣議決定）抜粋 

○ 「知」の集積と活用の場産学官連携協議会に幅広い層の農林漁業者の参画を促すとともに、大学

等と連携し、地域の課題に対応したオープンイノベーションを推進する。 

○ 研究成果の社会実装を加速化に向け、優良事例の発信・共有を通じて、プロデューサーの活動の

質的向上を図るとともに、スマート農業を含む研究開発プラットフォームの更なる連携強化に向け

た取組を進める。 

２．研究制度の目標（アウトプット目標）の達成度及び今後の達成可能性 ランク：Ａ 

① 中間時の目標に対する達成度 

「知」の集積と活用の場の取組を開始した平成28年以降コンソーシアム数は順調に増加しており、令

和元年12月末現在、157（※）のコンソーシアム（速報値）がそれぞれ研究課題に取り組んでおり、中

間時（6年度目末）の目標である『「知」の集積と活用の場の研究コンソーシアムにおいて、累計で110

課題以上の研究を実施』は達成している。 

※ 研究資金別の157コンソーシアムの内訳 

 モデル事業：17課題、イノベーション強化事業：53課題、 

他事業（他省庁研究資金、自己資金等）：87課題 

②最終の到達目標の今後の達成可能性とその具体的な根拠 

協議会では、新たな商品・サービスの創出を目指したセミナー、ワークショップ、ポスターセッショ

ン等を開催することにより、会員の拡充・交流促進を図り、プラットフォームの形成及びコンソーシア

ムの設立を促してきたところである。これらの活動を継続・発展して実施していくことにより、これま

での実績（年平均40を超えるコンソーシアム設立・研究課題実施）と同等以上の活動実績が見込まれる

ため、最終到達目標の達成可能性は高い。 

３．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の今後の達成可

能性 

ランク：Ａ 

①アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠 

コンソーシアムがモデル事業及びイノベーション強化事業により実施している研究課題のうち中間評

価を行った課題においては、いずれも概ね計画通り以上の評価となっており、目標とする研究成果の創

出に向けて順調に進捗していると考えている。 

現時点で商品化・事業化に結び付つく事例としては、従来のロボットでは対応が困難だった軟弱果実

の選果・箱詰め作業の自動化技術を応用したみかん選果機がながさき西海農協で、石油・天然ガスプラ

ント技術等を活用して開発された大規模沖合養殖システムが鳥取県境港市で実証の段階に入っている。 

みかんの選果機では、イチゴやトマトへの応用も可能であり、収穫期の農家の深刻な労働力不足を補

完することにより継続的な営農を可能とし産地の維持にも貢献することが期待される。大規模沖合養殖

システムが目指す、養殖可能海域を10倍に拡大し、労働力を1/3に低減することが達成されれば、養殖

の企業的な経営モデルとなり、水産資源の安定的な供給体制の構築に大きく貢献するものである。 

また、創出された研究成果の商品化・事業化に向けた活動を後押しするため、協議会活動の一環とし

て開催する新事業創出会議における研究成果を社会実装に導くプロデューサー育成等の支援や、様々な

民間企業・研究機関等との交流の促進を目的とするプラットフォーム・コンソーシアムによるアグリビ

ジネス創出フェア等展示会への出展促進、全国のコーディネーターによる事業化支援活動を継続的に実

施することにより、「実施課題の80％以上の課題で有望な研究成果を創出」「ＡＩ・ロボット技術等、



 
より一層社会貢献可能な研究成果を10件以上社会実装」というアウトカム目標の達成可能性は高いと考

えている。また、モデル事業及びイノベーション強化事業では、「ＡＩ・ロボット技術等」に関する16

課題を実施している。 

②アウトカム目標達成に向け研究成果活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性 

多岐にわたる分野の民間企業や研究者等に「知」の集積と活用の場へ参画いただくため、「知」の集

積と活用の場における取組の紹介等の広報活動、研究戦略・知財戦略の策定を行うプラットフォーム活

動に対する支援、全国のコーディネーターによる研究内容のブラッシュアップ等の取組を実施してい

る。 

また、協議会では、コンソーシアムが有用な研究成果を創出できるよう、規約や知的財産権取扱規程

等の参考例の策定等するなど、社会実装を目指した研究への各種支援を行っていることから、アウトカ

ム目標達成に向けた取組内容は妥当である。 

４．研究制度運営方法の妥当性 ランク：Ａ 

①制度目標の達成に向けた進行管理のために実施した具体的な取組内容の妥当性 

第三者で構成される評価委員会により、「知」の集積と活用の場における活動全体に対して、年１回

評価を実施している。この評価委員会において、コンソーシアムが有用な研究成果を創出できるよう、

必要に応じて助言を行っている。 

また、モデル事業及びイノベーション強化事業では、その研究期間中に、外部有識者による中間評価

を実施しており、計画通りに進捗していない研究課題については、事業の中止や計画の見直しを実施す

ることとなっている。 

これらのことから、目標の達成に向けた進行管理に係る取組は十分に妥当である。 

②制度目標の達成に向けた研究予算の配分の最適化及び効果的な活用のために実施した取組内容の妥当

性 

協議会の運営、技術交流展示会（アグリビジネス創出フェア）の開催及び全国で活動を行うコーディ

ネーター活動への支援等の各事業実施主体の選定に当たっては、企画提案の審査委員会や適正な入札手

続きを踏まえて実施しており、取組内容は妥当である。 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．研究制度の継続の適否に関する所見 

・中間時の目標は達成しており、多くの課題が順調に進捗していることから、継続は妥当である。 

 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・複数の課題があるため、全体としての目的を明確にして取り組むことを期待する。 

・産学連携は難しいと言われているが、計画通りに進まない研究課題については、農林水産省として

課題の中止も含めて指示をするなど、単に場の提供をするだけでなく、積極的に関与していくことを

期待する。 

・うまくいかなかった研究課題にはそれなりの理由がある。このため、その理由をしっかり分析され

たい。 

 

 



 [事業名]  「知」の集積による産学連携推進事業 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

「知」の集積
と活用の場 
 

我が国の農林水産･食品産業の成長産業化のため、農林水産･食品分野に様々な分
野（医学、化学、工学等）の知識･技術・アイデアを導入し、オープンイノベーショ
ンにより革新的な研究開発を行い、商品化・事業化につなげる新たな産学連携研究
の仕組み。 
 

 
 １ 

研究開発プラ
ットフォーム 

農林水産･食品分野と他分野（医学、工学、化学等）の多様なステークホルダー（
生産者、民間企業、大学、公的研究機関、NGO/NPO、地方自治体等）が参画し、研究
課題の具体化や知的財産戦略・ビジネスモデルの策定等を行う集合体。 
 

 
２ 

「知」の集積
と活用の場に
よる研究開発
モデル事業 

「知」の集積と活用の場から提案された商品化・事業化の基盤となる革新的な技
術開発について、民間企業等との連携を促すマッチングファンド方式により実施す
る研究事業。「知」の集積と活用の場の研究開発プラットフォームから形成される
研究コンソーシアムが研究を実施。 

平成28年度、29年度で全17課題を採択し、令和２年度まで研究を実施中。 
 

 
３ 

イノベーショ
ン創出強化研
究推進事業 

基礎・応用・開発研究の各段階の提案公募型研究において、従来の常識を覆す革
新的な技術・商品・サービスを生み出していくイノベーションの創出に向け、研究
開発を重点的に推進する事業。『「知」の集積と活用の場』の研究コンソーシアム
から提案された研究課題について研究費及び研究期間の引き上げや、審査における
加点等の優遇措置を設定。 
平成30年度より新規採択を開始。 

 

 
４ 

 

 
 
 



＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．イノベーション創出強化研究推進事業（提案公募型研究事業）
○ 『「知」の集積と活⽤の場』からの提案など、異分野のアイデア・技術等を農

林⽔産分野に導⼊し、⾰新的な技術・商品・サービスを⽣み出す研究を⽀
援します。

特に、地域（中⼭間地域）や品⽬（露地野菜、果樹）ごとの空⽩領域
に対応したスマート農業技術や輸出促進に資する技術等の研究開発を重点
的に⽀援します。

２．「知」の集積による産学連携推進事業
○ 『「知」の集積と活⽤の場』における協議会の運営や、⽣産者と研究機関が

交流するための展⽰会の開催等、イノベーションの創出に向けた取組を⽀援
します。

 「知」の集積と活⽤の場によるイノベーションの創出

＜対策のポイント＞
農林⽔産・⾷品分野におけるオープンイノベーションを促進するため、農林⽔産省が設置した『「知」の集積と活⽤の場』において、様々な分野の多様な知識・

技術等の連携を図ります。
＜政策⽬標＞
○ 開発研究ステージにおける実施課題の80％以上において、商品化・事業化が有望な研究成果を創出
○ 基礎研究ステージ及び応⽤研究ステージにおける実施課題の70％以上において、⾰新的な技術成果や実⽤化につながる技術成果を創出

【令和２年度予算概算決定額 4,094（4,335）百万円】

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-3502-5530）

「知」の集積と活⽤の場
農林⽔産・⾷品分野に様々な分野のアイデア・技術等を導⼊した

産学官連携研究を促進するオープンイノベーションの場

プロデューサーを中⼼と
し、新産業創出のため
の研究戦略等を策定

商品化・事業化に
つながる⾰新的な
研究開発を実施

多様な会員が集
まり交流や意⾒
交換を実施

「知」の集積による産学連携推進事業 イノベーション創出
強化研究推進事業

「知」の集積と活⽤の場づくりの推進 イノベーション創出に向けた
研究開発の推進

研究開発プラットフォーム

研究コンソーシアム

多様な主体の「知」の集積と活⽤の場から、イノベーションを創造します。

産学官連携
協議会

農林⽔産・
⾷品産業を
成⻑産業へ。

新たな商品化・
事業化を通じて

⽣命科学

医学

情報⼯学

流通⼯学

機械⼯学

化学

物理学

⽣物系特定産業
技術研究⽀援セ

ンター
⺠間団体等

委託交付（定額）

＜事業の流れ＞

⺠間団体等
委託

（１の事業）

（２の事業）

国

社会科学

※ ＜事業の流れ＞の⺠間団体等は、公設試・⼤学を含みます。



「知」の集積と活⽤の場によるイノベーション創出推進事業のうち
｢知｣の集積による産学連携推進事業 【令和２年度予算概算決定額 241（255）百万円】

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-3502-5530）

○ 展⽰会の開催○ 産学官連携協議会の運営

○ プロデューサー活動⽀援事業

１ 「知｣の集積と活⽤の場推進事業（継続） ２ 技術交流推進事業（継続）

【来場者】
⽣産者

【来場者】
社会実装の

担い⼿(⺠間企業)

【出展者】
研究機関

（ベンチャー含む）

技術交流の促進

アグリビジネス創出フェア
・研究成果の展⽰、ニーズ・シーズ発表
・相談会・商談会

・ 協議会会員や研究開発プラット
フォームの交流促進のため、
セミナー・ワークショップ等を開催

・ プラットフォーム間の連携のため、
協議会会員の関⼼が⾼いテーマに
ついて、関連する複数の研究開発
プラットフォームを統括する
プロデューサーの各種活動を⽀援

・ 研究成果の展⽰会（アグリビジネス創出フェア）を開催し、研究機関、
⽣産者、社会実装の担い⼿等がイノベーション創出に向けた技術交流
を推進

オープンに

議論しましょう

＜生産者＞

○○作業を軽

労化したい！

＜大学＞

開発した農業

の技術シーズ

を活かしたい。

＜工学ﾒｰｶｰ＞

農業分野の人と

話すのは初めて

なんですが・・・

＜ IT ﾒｰｶｰ＞

うちの IT 技術を

使ってほしい。

３ 産学連携⽀援事業（拡充）

・ コーディネーターを全国に配置し、農林⽔産・⾷品分野のニーズ・
シーズを収集するとともに、事業化や共同研究等を⽬指す研究機
関と⽣産者・⺠間企業等とのマッチング⽀援や研究資⾦紹介等の
⽀援を実施

統括するプロデューサー

プラットフォームＢ

プラットフォームＣ
連携・調整

プラットフォームＡ

連携

「知」の集積と活⽤の場

プラットフォーム
間の調整
各種調査の
実施 等

研究資⾦の紹介

商品化・事業化に
当たっての規制、規
格等の調査
・情報提供 マッチング⽀援、

共同研究グループ
の形成⽀援

ニーズ・シーズの収集、
技術的課題の収集

ベンチャー企業と
⽣産現場等との
連携促進のため
のフォーラム開催



 
 
 

研究制度評価個票（中間評価） 
 
研究制度名 国益に直結した国際連携の推進

に要する経費 
担当開発官等名 国際研究官室 
連携する行政部局 － 

研究期間 Ｈ２６～Ｒ６（１１年間） 関連する研究基本

計画の重点目標 

重点目標３２ 

気候変動等の地球規模課題への対応や

開発途上国地域の食料安定生産等に関

する国際研究 

総事業費 １５．３億円（見込） 

研究課題の概要 

 
 

近年、社会経済のグローバル化や情報化が深化し、世界的に研究開発競争が激化する中で、従来以上

にスピード感を持って革新的な技術シーズを生み出し、社会実装につなげていくことが必要であるとと

もに「攻めの農林水産業」の実現のためには、国家間のハイレベルでの合意事項も踏まえ、国際共同研

究により他国の研究機関や国際研究機関等が得意とする分野の研究成果を積極的に我が国の研究に導入

し、研究開発の加速化を進めることが重要である。 

このため、本事業では、以下の 4 つを実施している。 

 

①  ＭＯＵ締結支援事業（平成 26 年度～平成 30 年度） 

農林水産業における試験研究において我が国の政策ニーズを踏まえ、海外の先進的な研究機関との取

組を推進するため、対象国、研究機関及び国際共同研究の対象となる課題を特定し、当該国の研究機関

との国際共同研究に関する覚書（MOU）（※１）を締結するために必要な調査・協議等の支援を実施。 

②  国際共同研究パイロット（※２）事業（平成 29 年度～令和４年度） 

当省は、これまで二国間で国際共同研究を行う際に、両国が自国の研究機関に対し、それぞれ研究費

を支出する仕組みがなく、平成 29 年度から本事業で初めて同仕組みを採用し、二国間のハイレベルで

の合意や我が国の政策ニーズに基づき覚書を締結したロシアとイスラエルとの間でそれぞれの研究の強

みを活かした国際共同研究（第１フェーズ）を実施（令和元年度終了）。令和２年度からは第２フェー

ズを実施予定。 

③  日独農業大臣会談での合意実施・フォローアップ事業（平成 30 年度～令和２年度） 

平成 28 年の G7 農業大臣会合において、ドイツと我が国の農相間で、農業分野での研究開発に関し協

力することで合意。この合意を踏まえ、平成 31 年にドイツ食糧農業省と農林水産技術会議事務局は覚

書を締結。平成 30 年度から、両国の研究の強みを活かしたオオムギ等の共同研究を実施。 

④  地球規模の課題解決に向けた国際共同研究の推進のための事業（令和元年度～令和５年度） 

平成 31年 5月に G20首席農業研究者会議を日本で開催。我が国が議長国としてリーダーシップを発揮

した「越境性植物病害虫」及び「気候変動」といった地球規模課題の解決に向けた課題に対し、令和元

年度からコムギいもち病や農耕地土壌における炭素貯留に係る研究について、国際研究機関等と連携し

共同研究を実施。 

 

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（５年度目末）の目標 最終の到達目標 

①  ＭＯＵ締結支援事業 

事業実施期間（平成 26 年度～平成 30年度）

に、20 件 以上の覚書を締結し、多国間や二国

間の枠組みでの国際共同研究を推進する。こ

れら覚書等に基づき、研究機関同士の情報交

換や国際シンポジウム等の開催、二国間や多

国間の枠組みによる国際共同研究を推進。 
 

 

 



 
② 国際共同研究パイロット事業 

平成 30 年度までに、ロシアの豊富な遺伝資 

源、イスラエルの先進的な灌漑農業技術等と

日本側の精度の高い遺伝子解析技術等それぞ

れ両国の研究の強みを活かした共同研究を第

１フェーズ終了の令和元年度までにロシアと

は８件、イスラエルとは５件実施する。 

 

 

 

 

 

第１フェーズ及び第２フェーズ終了年度（令和４年

度）までに、ロシアとの共同研究を ８件 実施。例とし

て、極限乾燥耐性生物（ネムリユスリカ）培養細胞の

乾燥耐性に関連した保護因子の同定等を実施。 

また、イスラエルとは共同研究を ５件 実施。例とし

て、再生水利用システムの３次元数値モデル（※３）

の構築等を実施。研究課題ごとにそれぞれ社会実装に

繋がる研究成果を４件以上創出 する。 

 ③ 日独農業大臣会談での合意実施・フォローアップ

事業 

ドイツの先進的な無農薬栽培技術、豊富な遺伝資源

と日本の精度の高い遺伝子解析技術等の強みを活かし

た研究を ３件 実施。例として、オオムギ縞萎縮病（※

４）の抵抗性遺伝子が解析等を実施。研究課題ごとに

それぞれ社会実装に繋がる研究成果を３件以上 創出す

る。 

 ④ 地球規模の課題解決に向けた国際共同研究の推進 

のための事業 

事業実施期間（令和元～令和５年度）に、我が国の

国益にも資する地球規模課題への取組を推進し、社会

実装につながる研究成果を２件以上創出する。 

具体的には、同定した新規コムギいもち病（※５）抵

抗性遺伝子を実用品種に導入する。選抜した薬剤を用

いた、簡便な種子消毒方法を開発する。また、土壌タ

イプ、気候条件、地目ごとに土壌の炭素貯留ポテンシ

ャルを明らかにするとともに、全国農耕地土壌炭素貯

留（※６）ポテンシャル図を作成し公表する。 

事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（Ｒ１７年） 

① MOU 締結支援事業 

本事業により、海外の研究機関と MOU を締結した我が国の大学や研究機関が、MOU 締結を機に研究に

係る情報交換等を実施し、国内の研究開発の加速化に貢献。一例として、東京海洋大学とベトナムの研

究機関がエビ類肝すい臓壊死病について共同で調査を実施し、地球規模課題対応国際科学技術協力プロ

グラム（SATREPS）の中でエビの感染症の原因菌のゲノム解読に成功している。この成果により、高感

度な診断法の開発によるエビ養殖業への貢献が期待される。 

② 国際共同研究パイロット事業 

二国間のハイレベルでの合意や我が国の政策ニーズを踏まえ、ロシアとイスラエルの研究機関と国際

共同研究を実施。一例として、ロシアとは完全に乾燥しても死滅しない生物（ネムリユスリカ）の特異

機能を応用した新たな生体物質保存技術について共同研究を行い、乾燥耐性の制御因子を解明するなど

成果をあげている。この成果を応用することができれば、これまで冷凍し長期保存を行っていたタンパ

ク質や細胞の常温保存が可能となり、将来的には、食品・農産物保存への展開が期待される。また、ロ

シアとは、核酸誘導体を用いた高原性鳥インフルエンザについて共同研究を行っており、感染細胞やニ

ワトリの有精卵、モデルマウス等での評価試験を実施。得られた研究成果を応用することができれば、

将来的には、感染治療のための核酸治療薬の開発に貢献し、2011 年に宮崎県で発生した高原性鳥インフ

ルエンザに係る 100 億円規模の被害拡大防止に貢献することが出来る。さらに、イスラエルとは、主に

灌漑排水に関する共同研究を進めており、一例としては、再生水を利用した節水渇水技術の開発を共同

で進めている。研究成果を毎年渇水による農業被害が報告される離島や中山間地域等に応用し、日本型



 
再生水利用システムを構築できれば、国内の渇水による農業被害の軽減が期待できる。 

③ 日独農業大臣会談での合意実施・フォローアップ事業 

平成 30 年度から、両国の研究の強みを活かしたオオムギ等の共同研究を実施中。本事業では、日独

のウイルスの多様性を解明し効率的なウイルス人工接種法の開発を行うとともに、オオムギ縞萎縮ウイ

ルス型に対する植物抵抗性遺伝子反応の全容解明を行っている。この研究成果は、将来的には、オオム

ギ縞萎縮ウイルス抵抗性品種の開発に繋がり、1990 年代にオオムギ縞萎縮病の発生で栃木や茨城等のビ

ールオオムギが 58～100％減収するといった農業被害を回避することに貢献する。また、同研究の成果

はコムギを含むムギ類全般の土壌伝染性ウイルス病に応用が可能となることから、将来的には、コムギ

等においても抵抗性品種の普及にも繋がることが期待される。 

④ 地球規模の課題解決に向けた国際共同研究の推進 

 一国では解決できない地球規模的課題（「越境性病害」と「気候変動」の２分野）について、G20 メ

ンバー国や農業研究機関等と連携し共同研究を実施中。気候変動の分野では、フランスやカナダの政府

系研究機関と連携し、農耕地における有機物安定化の解明と炭素貯留についての研究を実施。本事業で

は炭素貯留ポテンシャル評価に農地管理情報を活用する手法の開発を目指しており、この事業で得られ

た研究成果を踏まえ、将来的には、都道府県レベルで生態系を考慮したより具体的な温暖化緩和機能を

フル活用した農地管理法の開発に繋がるとともに、農業由来の温室効果ガス排出量削減に寄与する。 

 また、越境性病害の分野では、国際とうもろこし・小麦改良センター（CIMMYT)やカンザス州立大学

等と連携し、コムギいもち病のパンデミック化阻止技術の開発に取り組んでいる。本事業では、コムギ

いもち病の新規抵抗性遺伝子の同定と実用品種への導入や簡便な種子消毒法の開発を目指しており、こ

の研究成果を応用し、将来的には、抵抗性品種の普及に繋がることが期待される。また、抵抗性品種の

普及や消毒法の開発が進み、我が国への侵入を未然に防止できれば、国際研究機関から報告のある 10％

～50％の減収が回避され、約 32 億円（農業産出額の 10％）の被害額の抑制に貢献する。さらには、国

際的にもコムギ生産に係る病害を防止することは、コムギ輸入依存度の高い我が国の食料安全保障に貢

献する。 

①～④の事業を通じた国際共同研究により、先進国の研究機関や国際研究機関等が得意とする分野の研

究成果を積極的に我が国の研究に導入し、研究開発の加速化を進めることで、社会実装につながる研究

成果を創出する。これらの研究成果を活用した新技術が導入され、鳥インフルエンザ被害（2010 年発生

時の被害額 100 億円）の軽減やコムギ被害等の農業被害の削減に大きく貢献する。 

 

 
 

【項目別評価】 

 
 

 
 

 

１．社会・経済の諸情勢の変化を踏まえた研究制度の必要性 ランク：Ａ 

事前評価後の社会・経済の諸情勢の変化を踏まえた上での研究制度の重要性 

事前評価後、研究開発による革新的イノベーションの需要は、年々拡大している。 

また、昨年我が国で開催した G20 首席農業研究者会議のコミュニケの中でも、「越境性植物病害虫」や

「気候変動対応技術導入のための社会実験的アプローチ」については、国際研究連携の強化や国際機関

との連携強化等を図ることが重要である旨が明記されている。こうした中で、我が国の施策を踏まえ、

先進国や国際研究機関と連携し、双方の研究の強みを活かした国際共同研究を実施することは国益に資

する上で重要かつ必要であり、国内研究の加速化にも貢献する。 

引き続き国が関与して研究制度を推進する必要性 

イノベーションによる生産性向上に関する研究は、我が国の農林水産業の発展という経済・社会ニー

ズに対応するための公共性の高い研究開発である。特に本事業は、二国間での合意事項による研究や、

越境性病害虫といった国内でのまん延を未然に防止する観点から、近隣諸国や知見のある研究機関と連

携を取りつつ、国立研究開発法人、大学、公設試験場及び民間企業が幅広い研究勢力を結集し、取り組

むべき課題であり、引き続き、国が主導して行うべきものである。 

 

２．研究制度の目標（アウトプット目標）の達成度及び今後の達成可能性 ランク：Ａ 



 
中間時の目標に対する達成度 

既に事業を終了した①MOU 締結支援事業については、目標以上（24 件）の成果を達成済であり、②国

際共同研究パイロット事業は、ロシア及びイスラエルとの共同研究において、各プロジェクトで当初の

研究計画通り進捗しており、例えば、ロシアとの研究においては、平成 30 年度までに、極限乾燥耐性

生物（ネムリユスリカ）培養細胞の乾燥耐性に関連した保護因子を同定し、保護因子を用いた生態物質

の解析を行った。また、核酸誘導体を用いた鳥インフルエンザのウイルス増殖抑制効果の評価を実施す

るしている。また、イスラエルとの共同研究では、平成 30 年度までに、再生水利用システムの３次元

数値モデル構築に向けた解析等、目標に対して、着実に研究成果が積み上がっており、中間目標を確実

に達成している。 

最終の到達目標の今後の達成可能性とその具体的な根拠 

②国際共同研究パイロット事業は、上記のとおり、研究課題毎に中間目標を達成している。これまで

外部有識者等を委員とする運営委員会では、最終目標に向けた今後の取組について、妥当との評価も受

けており、最終目標も達成する見込みである。③日独農業大臣会談での合意実施・フォローアップ事業

は、ドイツ側の研究機関とも技術移転し合うなど関係は良好であり、オオムギ縞萎縮ウイルスの塩基配

列情報の解析を一部完了するなど、研究計画どおり順調に推移しており、最終目標も達成する見込みで

ある。④の事業は、事業を開始したばかりであり、今後、厳密な進行管理のもと研究を推進することと

しており、最終目標を達成させる見込みである。 

 

３．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の今後の達成可

能性 
ランク：Ａ 

アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠 

 既に終了している①MOU 締結支援事業は、二国間の共同研究の取組に進むなど成果をあげている。②

国際共同研究パイロット事業は、令和元年度までの第１フェーズにおいて、例えば、ロシアとの研究に

おいては、極限乾燥耐性生物（ネムリユスリカ）培養細胞の乾燥耐性に関連した保護因子を同定し、保

護因子を用いた生態物質の常温感想技術の構築や、また、核酸誘導体を用いた鳥インフルエンザのウイ

ルス増殖抑制効果の評価を取りまとめた。また、イスラエルとの共同研究では、平成 30 年度までに、

再生水利用システムの３次元数値モデルが完成した。このように、目標に対して、研究成果が積み上が

っており、研究成果の社会実装に向けて前進していることから、達成の見込みは高い。③日独農業大臣

会談での合意実施・フォローアップ事業は、令和元年度にオオムギの縞萎縮ウイルスの塩基配列情報の

解析を完了するなど成果をあげている。オオムギの産地である公設試験場も参画するなど、社会実装に

向けた体制も整っており、オオムギ縞萎縮病抵抗性品種の開発など達成の見込みは高い。 

④の事業は、コムギいもち病の新規種子消毒法の開発を民間企業との連携を視野に進め社会実装を目指

すなど、目標達成の見込みは高い。 

 

アウトカム目標達成に向け研究成果活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性 

MOU の締結を支援する①の事業以外は、その研究成果については知的財産権を確保しつつ、学会誌や

専門誌等で公表するなど国内外で広く関係する研究者に周知を行っている。また、各事業とも社会実装

を念頭に民間企業や公設試験場と連携を図っており、商品化等を目指した研究開発となっている。 

 

４．研究制度運営方法の妥当性 ランク：Ａ 

制度目標の達成に向けた進行管理のために実施した具体的な取組内容の妥当性 

本事業の執行に当たっては、外部有識者等を委員とする運営委員会を設置し、通常年二回の会合を開

催し、研究の進捗状況等の管理を行い、特に、年度末には年度ごとの研究の進捗や成果に対する評価を

実施。また、年度末には事業者から研究成果報告書の提出を求め、年度ごとの成果の把握を行ってい

る。現在、進行中の④地球規模の課題解決に向けた国際共同研究の推進事業では、コンソーシアムのメ

ンバーが参集範囲となって開催する推進会議にも当省の職員が出席し、進行管理を行っている。 

制度目標の達成に向けた研究予算の配分の最適化及び効果的な活用のために実施した取組内容の妥当性 

 本事業の執行に当たっては、目標達成に向けた研究予算の配分の最適化及び効果的な活用を図るた

め、毎年度、外部委員等を委員とする評価委員会を開催し、当該委員会で研究計画や研究成果の進捗状



 
況や予算執行状況等を検証。その結果を踏まえ、より最適かつ効果的な予算配分を決定している。ま

た、全事業で研究計画の進捗状況を把握し精査するため、通常年二回の運営委員会を開催し、予算執行

の進行管理を徹底している。 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．研究制度の継続の適否に関する所見 

・４つの課題について、それぞれ価値があるものと評価できることから、継続は妥当である。 

 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・農林水産省の目指す国際連携の全体的な戦略を作ることを期待する。 

・アウトカム目標の設定が、各研究課題のものと、研究制度全体のものが混在している。研究制度全

体として整理してほしい。 

・ＭＯＵの締結には価値があるが、そこで終わらせずに、ＭＯＵの締結を出発点としてロードマップ

を作成し、適切に研究課題を推進することを期待する。 

 

 



 [研究課題名]  国益に直結した国際連携の推進に要する経費 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

パイロット  パイロットとは、試験的に取り組むという意味であり、「パイロット事業」は、
事業を本格的に実施する前に事業効果を測るために試験的に実施するものを指して
いる。 

 
 １ 

ＭＯＵ  Memorandum of Understandingの略で、日本語にすると「了解覚書」となる。一般
的に研究機関同士で締結し、その内容には、協力の範囲、情報開示、知的財産権等
の大まかな取り決めを記載し、両機関の長がサインすることが多い。 
 実際に共同研究を行う場合は、ＭＯＵで研究機関同士の合意後に、研究プログラ
ム（課題）単位で共同研究実施契約を締結することとなる。 

 
 
２ 

３次元数値モ
デル 

カメラ、レーダー及びセンサーにより得られた空間情報をリモートセンシング技
術によりコンピュータ上において３次元データとして表示することが可能となり、
その３次元データを用いてコンピュータ上で様々な解析を行うことができる。 

 
３ 

ムギ類縞萎縮
病 

ムギ類縞萎縮病の主なものとして、オオムギの縞萎縮病とコムギの縞萎縮病があ
る。両者は別のウイルスによって起こる病気で、相互に感染することはない。とも
に土壌伝染性のウイルス病で、病徴も病原ウイルスの性質も非常によく似ている。
縞萎縮病ウイルスに感染すると、分けつが減り、草丈が低くなる。また、根の伸長
が悪く、新根の発生が顕著に減る。下葉は黄変して葉先から淡褐色になり、次第に
枯れる。症状の激しい株は、茎立ち後に黄枯症状を呈して枯死する。ビールムギは
モザイクとともにえそ斑が出やすく、被害が激しくなる。軽症のものは気温の上昇
につれて回復するが、生育不良で草丈が低く、出穂期間が長引き、穂の抽出が不完
全になったりする。穂数、粒重が著しく減少し、不稔粒が多くなる。 

  
 
 
 
４ 

コムギいもち
病 

 コムギいもち病菌により感染するコムギの病気で、人類の食料生産の脅威となり
つつある。1985年にブラジルにおいて出現後、ボリビア、パラグアイ、アルゼンチ
ンなどの周辺諸国に広がり、南米のコムギ生産に大きな被害を与えている。2016年
には、アジアで初めてバングラデシュで発生。報道によれば、2017年には世界第2位
のコムギ生産国であるインドに範囲を拡大。我が国では未発生。 

 
 
 ５ 

炭素貯留  土壌に炭素が貯留されること。植物体残渣、堆肥などに起因する土壌有機炭素の
蓄積量が、土壌有機炭素の分解量を上回る場合に、土壌炭素貯留量が増え、大気中
の温暖化ガスが吸収されたと考えることができる。 

 
６ 

ゲノム情報基
盤 

研究によって蓄積されてきたゲノム情報をデータベース化し、生産性や品質維持
に関わる有用遺伝子を同定して機能を解明し、DNAマーカーとして品種開発に役立て
るなど有効活用できるようにする。 

  
７ 

 

 
 
 



国益に直結した国際連携の推進に要する経費
（戦略的国際共同研究推進事業） 【令和２年度予算概算決定額 143（148）百万円】
＜対策のポイント＞
二国間ハイレベルでの合意事項や行政ニーズに基づき、研究課題を選定して、海外の農業研究機関の優れた知見を活用し、我が国の農林水産業の発展に
つながる国際共同研究を支援します。

＜政策目標＞
① 国家間のハイレベルでの合意や行政ニーズに基づく国際共同研究により、社会実装につながる研究成果を３件以上創出［令和４年度まで］
② 日本・ドイツ両国の強みを活かした共同研究により、社会実装につながる研究成果を１件創出［令和２年度まで］
③ 我が国の国益にも資する地球規模課題への取組を推進し、社会実装につながる研究成果を２件創出［令和５年度まで］
④ 日本・中国両国の強みを活かした共同研究により、社会実装につながる研究成果を１件創出［令和６年度まで］

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局国際研究官室（03-3502-7466）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．国際共同研究パイロット事業
○ 国家間のハイレベルでの合意に基づき、国際共同研究をロシア及びイスラエルと
の間でパイロット的に実施し、我が国の国益に資する成果の実用化を目指すとと
もに、更なる国際共同研究の推進に向け、パイロット事業の実施面でのボトルネッ
クや、メリット・デメリットの検証を実施します。

２．日独農業大臣会談での合意実施・フォローアップ事業
○ ドイツの研究機関とともに、我が国及びドイツの強みを活かした共同研究を実
施します。

３．地球規模の課題解決に向けた国際共同研究の推進
○ 海外の農業研究機関の優れた知見を活用することで、我が国だけでは解決でき
ない地球規模課題に対応するため、海外の農業研究機関や国際農業研究機
関と協力し、我が国の国益に資する国際共同研究を実施します。

４．日中二国間共同研究事業
○ 我が国に深刻な被害をもたらす越境性病害虫の侵入を阻止するため、中国の
研究機関とともに、我が国及び中国の強みを活かした共同研究を実施します。

国
委託＜事業の流れ＞

民間団体等

国際共同研究により、我が国の農林水産業の発展につながる研究成果を導入

【ドイツ】

【中国】【日本】

【日本】
オオムギに関する
・ゲノム編集技術
・遺伝資源などの
基盤構築

農業形質に関する
・形質評価
・遺伝子解析

越境性病害虫に関
するモニタリング情報越境性病害虫に関

する防除技術

②日独農業大臣会談での合意実施・
フォローアップ事業

④日中二国間共同研究事業
③地球規模の課題解決に向けた

国際共同研究の推進

(コムギいもち病に
感染したコムギ(穂))

強
み
の
例

強
み
の
例

（ツマジロクサヨトウ）
（ヒメトビウンカ）

①国際共同研究パイロット事業

農林水産
技術会議
事務局

【日本】 【ロシア】
研究助成機関間
のMOU等による
連携強化 ロシア

科学基金

研究所・
企業・大学

研究所・
企業・大学

共同研究チーム

申請申請
研究委
託費 研究委

託費

〈ロシアとの共同研究イメージ〉

・ 海外の農業研究機関や国際農業
研究機関との国際共同研究を実施

〇 越境性病害の我が国への侵入
防止に資する研究

〇 地球温暖化緩和に資する研究
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